[bookmark: OLE_LINK11]令和８年●月●日


沖縄型スタートアップ拠点化推進事業費補助金（スタートアップ集積拠点支援事業）
補助事業計画申請書
※押印不要

申請者住所（郵便番号・事務所所在地）
申請者名（名称及び代表者の役職・氏名）


沖縄型スタートアップ拠点化推進事業費補助金（スタートアップ集積拠点支援事業）の交付を受けたいので下記を添えて申請します。

また、株式会社●●及び別紙１の３．実施体制に記載の参画事業者は、沖縄型スタートアップ拠点化推進事業費補助金交付要綱別紙「暴力団排除に関する誓約事項」に記載されている事項のいずれにも該当しません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

· 上記提出書類のファイル（word、excel、PDF形式）を保存した電子媒体（CD-R又はDVD-R）
・補助事業計画書（別紙１）
・支出計画書（別紙２）
・経費明細表（別紙３）
・補助事業概要（別紙４）
・申請者の決算書（参画事業者を含む）
・申請者及び参画事業者の事業概要が確認できるパンフレット、定款等の写し
・申請者及び参画事業者との間で締結した契約書等が確認できる書類



沖縄型スタートアップ拠点化推進事業費補助金（スタートアップ集積拠点支援事業）　補助事業計画書

申請者情報
基礎情報
	申請者区分（該当区分を丸で囲む）　
個人事業者　／　法人　／　複数事業者からなるコンソーシアム

	申請者名称（正式名称。コンソーシアムの場合代表機関について記載。以下同様）
　

	法人番号（申請者が個人事業者の場合は不要）：

	担当者所属・役職・氏名（ふりがな）：


	住所：〒

	電話番号：
	e-mail：

	ホームページURL：



スタートアップ集積拠点としての基礎情報
名称

住所

施設開設日

施設のビジョン・コンセプト
（ビジョンに加え、どのようなスタートアップ支援を行うのか、施設コンセプトを記載。０→１スタートアップ拠点、オープンイノベーション創出、研究開発のLab機能、など）
外観・内観の写真（詳細は別添でも可）

利用者情報
（会員数、利用者数。主な会員企業。利用者の傾向などを記載）
仕様
（図面や見取り図など。面積・部屋・座席数・設備などを記載）
施設運営
（拠点所有者／運営・管理者）
スタッフ体制
（コミュニティマネージャー、施設管理者などのスタッフ体制）
施設運営者の特長、強み
（特にスタートアップ集積拠点化につながる、施設運営者の特長や強みについて具体的に記載）
スタートアップ支援に関する活動実績・輩出したスタートアップ
現在のスタートアップの集積度合
※現時点で集積していない場合には記載不要
（現在拠点にどういったフェーズのどういった分野のスタートアップが登記又はオフィス等を借りているのか定量的に記載。また支援している代表的なスタートアップ名も記載。）
例：拠点に登記又はオフィス等を借りている全〇社の企業中、スタートアップは●社。うち、シード期△社、シリーズＡ▲社で、□社がバイオ等のDeeptech分野、■社がIT分野となっている。具体的には、○○や●●、△△といったスタートアップが登記又はオフィス等を借りている。

補助事業計画
[bookmark: _Hlk152583102]以前採択されたことのある事業者は、当該年度の事業からの発展や違いが分かるように記載すること。
0. 補助事業の名称
補助金申請額（円）・申請タイプ（特色枠【津梁拠点型】、特色枠【研究開発拠点型】、拠点拡充枠、一般枠）
X,XXX,XXX円（●枠【○○型】）
補助事業概要（200字以内で簡潔に説明すること）
[bookmark: _Hlk164950268]申請する補助事業内容 
○○と○○をマッチングする○○イベントの実施
専門家を招聘する○○セミナー
（プログラムの内容について、具体的な数や連携先などを用いて記載。その際、実施する事業が（９）記載の目標の達成にどのように繋げていくのかを分かりやすく記載すること。）

補助事業の実施体制
	（１）実施体制図

	（補助事業に関わる職員の氏名、役職、役割（決まっている範囲）を図で記載する。連携主体（コンソーシアム）で実施する場合、所属団体もわかるように記載する。）


	（２）実施体制についての補足

	（申請者等が本事業の遂行・目標達成に必要な実績・経験、財務状況、人材等を有しているか、コミュニティマネージャー等の本事業実施者が他の類似の経験を有している場合はその旨を記載すること）


	（３）関係事業者一覧（一つの事業者の場合は、記載不要）

	代表機関
	名称： 

	
	役割及び責任： 

	
	本事業の遂行に必要な、実績・経験、人材等の状況：


	参画事業者１
	名称： 

	
	法人番号（個人事業者の場合は不要）：

	
	担当者所属・役職・氏名（ふりがな）：
　

	
	住所：〒

	
	電話番号：
	e-mail：

	
	役割及び責任： 

	
	本事業の遂行に必要な実績・経験、人材等の状況：
　

	参画事業者２
	名称：

	
	法人番号（個人事業者の場合は不要）：

	
	担当者所属・役職・氏名（ふりがな）：


	
	住所：〒

	
	電話番号：
	e-mail：

	
	役割及び責任

	
	本事業の遂行に必要な実績・経験、人材等の状況：



（代表機関または参画事業者については、施設運営経験を有しているか、経験がある場合はいつどのような施設を運営していたかについて記載すること。
参画事業者が３者以上いる場合は適宜行を追加すること。）

スケジュール
 受託者

	事業内容
	令和８年
	令和９年

	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	①○○と○○をマッチングする○○イベントの実施


②専門家を招聘する○○セミナー
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	


※★はイベント等の開催時期
（本計画書「４．スケジュール」が、無理なく効率的に組まれているか等について記載）
　
資金計画
別紙２，３の通り。
他の申請中の補助事業：〇〇〇
（下記内容に補足があれば記載する。）
· 別紙２の支出計画書について、無理なく実現可能なものになっているか、事業内容に照らして過大な経費が計上されておらず効率的な計画になっているか。
· 別紙３の経費明細表について、無理なく実現可能なものになっているか。補助対象外経費がある場合は、自己負担により用意する等。
· 現在申請中の事業も含め、他の補助事業との被りが無いか。

施設運営の中長期的な計画（スタートアップ集積拠点化）
（沖縄県及び当該地域を取り巻く環境や施設運営者の特長・強みを分析したうえで、どのようなスタートアップ企業をターゲットとし、スタートアップを含む施設利用者及び地域にどのような付加価値を提供する施設を目指すのか、具体的に記載。また、本事業を実施する構想について分かりやすく記載）

事業効果（達成目標）
（一般枠の項目の定量目標を必ず設定の上で、シード企業の創出数、所属スタートアップの資金調達額など、今年度および次年度以降について独自に目標を設定。なお、特色枠または拠点拡充枠での申請を希望する場合は、一般枠及び独自に定める項目に加え、申請する拠点種別の目標項目から３つ以上を選択し、定量目標を設定すること。）

	拠点種別
	項目

	一般枠
	自拠点に登記又は事務所を有するスタートアップの数

	
	自拠点に登記又は事務所を有し500万円以上の資金調達を行ったスタートアップの数

	
	自拠点に登記又は事務所を有し5,000万円以上の資金調達を行ったスタートアップの数

	
	自拠点に登記又は事務所を有するスタートアップの合計資金調達額

	特色枠
	津梁型拠点
	自拠点に登記又は事務所を有する海外起業家・スタートアップの数

	
	
	自拠点に登記又は事務所を有する海外のスタートアップ支援者（アクセラレーターやＶＣ等）の数

	
	
	自拠点に登記又は事務所を有するスタートアップの海外投資家からの合計資金調達額

	
	
	自拠点に登記又は事務所を有し海外事業者との取引を行うスタートアップの数

	
	
	自拠点に登記又は事務所を有し海外に事業拠点を有するスタートアップの数

	
	研究開発型拠点
	自拠点に登記又は事務所を有するスタートアップへの人材紹介件数及び入社人数

	
	
	研究開発型スタートアップへの出資を専門とするＶＣや事業会社からの自拠点に登記又は事務所を有するスタートアップへの出資件数

	
	
	自拠点に登記又は事務所を有するスタートアップによる大学等の研究機関との共同研究実施件数

	
	
	自拠点に登記又は事務所を有するスタートアップの特許取得件数

	
	
	事業開始時より床面積の広い事務所・拠点へ移転したスタートアップの数

	拠点拡充枠
	拡充する増床面積

	
	拡充し新たに整備する個室数

	
	拡充した施設または設備における、利用者数

	
	拡充した施設に事業拠点を有するスタートアップの数




事業効果の測定方法
（事業効果をどのように測定するのかについて、方法を記載）


補助事業後の運営計画
0. 事業の収益化の計画
（どのようなビジネスモデルになっているかを記載）

スタッフ体制
（各スタッフの役割やスキル要件を分かるようにし、特定の個人名まで記載する必要は無い）

機能強化の計画
（EXITを前提としたスタートアップを支援する上でどのような機能をどういったタイミングで強化する考えなのか、分かりやすく記載）

その他
0. 域外のスタートアップ支援者等との連携
（域外のスタートアップ支援者（資本政策や知財戦略等の専門家等）や集積拠点等、スタートアップ支援者との連携による相乗効果などを記載。）

他に特筆すべき内容
（他の沖縄振興策との連携による相乗効果等があれば記載）

補助対象者の要件該当性
（申請者（及び参画事業者）が公募要領「第４._１ 補助対象者」の要件それぞれに適合しているかについて記載。その他、資金調達能力、財務的処理能力、管理体制、事業手続き等の処理能力について、特筆すべき内容があれば記載）

補助対象事業の要件該当性
（申請者（及び参画事業者）が公募要領「第２．事業の概要」の要件それぞれに適合しているかについて記載）



